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【連携推進】 

人にも環境にもやさしい殺虫手法の開発は、農業と感染症対策における共通の課題である。現

状の化学的殺虫剤は特定の害虫だけを駆除することはできず、駆除対象外の生物への影響が深刻

な問題になっている。そこで本調査研究では、現状の環境負荷の把握と、生物学的殺虫剤に着目

したサステナブルな殺虫手法の検討を目的として、環境学の研究者と感染症学の研究者が新規に

連携を模索した。 

 ワークショップは当初、教育目的も兼ねて筑波大学で開催する予定であったが、コロナ禍の影

響によりオンラインでの開催に変更した。産学官の多様な業種から参加者があり、この研究トピ

ックが波及する分野の幅広さが窺えた。参加登録者の内訳は以下の通りである。 

 

・公的機関  23 名（4機関） 

・大学  16 名（4校） 

・民間企業  12 名（11社） 

・一般個人   3 名 

合計   54 名 

 

異分野の研究者が新たに連携を組むにあたり、

互いの専門分野について理解を深めるために研究

室の見学会なども計画していたが、コロナ禍によ

り実現しなかった。同様に、学会参加による情報

収集も不実施となった。 

本プロジェクトにより共同研究契約 2件が締結

され、調査結果をもとに競争的資金への応募を行

った。 

 

【調査研究内容】 

現行の殺虫剤が人や環境に与える影響について

情報収集を行った。また、化学的殺虫剤の限界に

鑑み、生物学的殺虫手法、とくに「核酸製剤」

「共生微生物の利用」「殺虫タンパク質」の各ト

ピックについて、それぞれのアプローチのメリッ

トやデメリット、応用の可能性などを検討した。 
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・殺虫剤を取り巻く現状の課題について 

農業用の害虫駆除剤はネオニコチノイド系、家庭用の駆除剤はピレスロイド系や有機リン系の

ものが多い。これらは哺乳類に対する毒性は低いものの魚類や甲殻類などの水生生物に対する毒

性が強く、家庭での殺虫スプレー使用によって観賞魚が死滅することもある。また、日本特有の

事情として、水田で使用される農薬がそのまま河川に流入してしまうという課題もある。 

駆除対象外の昆虫に対する影響は深刻である。例えばミツバチの減少被害は水稲のカメムシを

駆除する時期に多く、ミツバチの死骸からカメムシに使用する各種殺虫剤が検出されたことから

農林水産省が注意を呼び掛けている。また、カメムシには稲に被害を及ぼす害虫のほかに害虫を

捕食するヒメハナカメムシという益虫がおり、カメムシの全てが駆除対象ではないにも関わらず

一様に駆除されてしまう。 

感染症対策としての殺虫については、デング熱・チクングニア熱・ジカウイルス感染症等の媒

介蚊対策として、国立感染研究所のマニュアルではピレスロイド系と有機リン系の散布が挙げら

れている。用途が特殊で使用期間が限定的であるため、環境影響はほとんど調査されていない。

しかし、喘息歴のある少女がピレスロイド系殺虫剤入りの犬用シャンプーを使用して死亡した

り、有機リン系の殺虫剤を散布した直後に水田に入った農夫が死亡した例もあることから、これ

らの殺虫剤も必ずしも人に対して安全とは言えない。 

 駆除対象外の生物への環境影響を評価するにあたって必要となるのは、長期間にわたる個体数

変動のモニタリング情報である。影響が出始めてから調査を始めても既に遅く、普段から様々な

動植物の動態を調査しておく必要があるが、なかなか研究費に結びつかないのが現状である。シ

チズン・サイエンスの推進など、新たなモニタリングネットワークの構築が効果的であると考え

られる。 

 

・核酸製剤について 

 RNA 干渉は、特定のゲノム配列を標的とした二本鎖 RNA を導入することにより遺伝子発現を制御

する手法である。昆虫種ごとの DNA 配列の違いを利用して種特異的に RNA をデザインできるた

め、標的以外の生物に対する影響を最小限に抑えられると考えられる。デメリットとしては、昆

虫種によって RNA の導入効率が違うため、餌に混入させるだけで体内に浸透する種の場合は実用

化が見込めるが、エレクトロポレーションなどで強引に導入しなければならない昆虫種の場合は

難しい。前者の場合は RNA 製剤を散布する方法のほか、遺伝子組換え植物として農作物に RNA を

発現させる導入手法もある。 

 

・共生微生物の利用について 

昆虫の共生細菌の中には、宿主の行動や性別をコントロールする微生物がいる。例えばボルバ

キアやスピロプラズマは、発生初期で「オス殺し」を引き起こすことが知られており、これを利

用した蚊の個体数調整が試みられている。この手法の最大のメリットは、自然界に存在する微生

物を利用するため遺伝子組換え生物などに対する規制を回避できることである。既にボルバキア

感染蚊の大量放出により、デング熱などの感染症対策で成果が表れている。また、人や犬への感

染が問題となっているフィラリア糸状虫においては、フィラリア内のボルバキアを抗生物質で駆

除することにより虫の増殖を抑えて治療期間が短縮できることが分かっている。 

 

・殺虫タンパク質について 

土壌細菌 Bacillus thuringiensis は殺虫効果のあるタンパク質を生成する。これを利用した

「BT 剤」は 1960 年代に実用化されており、有機栽培で使用できる生物農薬として活躍している。

BT 毒素の活性化には昆虫消化管内のアルカリ条件が必要なため、人畜、魚類や鳥類などへの毒性

が低いことがメリットである。遺伝子組み換えにより BT 毒素をもつ農作物を作成することも可能

だが、定常的に毒素を発現させることによる耐性昆虫の出現が問題となる。このため、非 BT 作物

の栽培区を隣接させて感受性昆虫と交配させる「保護区戦略」などの対応が必要である。菌株に

よりターゲットとなる昆虫が異なり、蚊の幼虫に効果のある BT 亜種もあることから、農業のみな

らず感染症対策にも有効であると考えられる。 

 



 

3 
 

【今後の活動予定】 

本調査研究を通して構築した連携をもとに生物学的殺虫剤の開発と環境調査に関する研究提案

を行ったが、残念ながら競争的資金の獲得には至らなかった。そのため、この枠組みでの共同研

究は一旦終了するが、本調査研究から派生したトピックでチームを組み直し、新たに研究費の獲

得を目指す。 

 

以上 


